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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

中間連結会計期間
第68期

中間連結会計期間
第67期

会計期間
自2024年３月１日
至2024年８月31日

自2025年３月１日
至2025年８月31日

自2024年３月１日
至2025年２月28日

売上高 （千円） 9,995,043 9,688,885 19,648,328

経常利益 （千円） 47,804 178,146 108,445

親会社株主に帰属する中間純利益

又は親会社株主に帰属する中間

（当期）純損失（△）

（千円） △440,595 117,168 △3,761,905

中間包括利益又は包括利益 （千円） 399,904 △171,275 △2,518,593

純資産額 （千円） 23,939,839 19,606,718 20,427,085

総資産額 （千円） 28,573,663 25,191,151 25,115,550

１株当たり中間純利益又は１株当

たり中間（当期）純損失（△）
（円） △123.18 34.35 △1,051.78

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.8 72.2 75.3

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 987,918 641,775 1,113,886

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △296,509 △323,114 △567,138

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △927,907 △275,904 △1,127,557

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 9,293,071 8,539,159 8,844,514

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記載

しておりません。

２．第67期中間連結会計期間及び第67期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株当た

り中間（当期）純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　第68期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社の異動もありません。

 

EDINET提出書類

富士精工株式会社(E01503)

半期報告書

 2/23



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社グループは、前連結会計年度（2025年２月期）に営業損失を計上し、また当連結会計年度（2026年２月期）も

営業損失の見込みとなっております。これは、主要な取引先であります自動車産業界において、内燃機関から電動

モーターへの移行が進められており、当社の主力製品であります内燃機関向け工具の需要は低迷し、日本セグメント

の売上高が低調となったことなどによります。

このような「継続的な営業損失の発生の見込み」及び「著しい経営環境の悪化」により継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象または状況が存在していると認識しております。

なお、当連結会計年度の中間連結財務諸表においては営業利益を計上しましたが、依然として厳しい経営環境が継

続しております。

当社グループは、このような状況を解消するため、既存事業の深耕及び電動車向け成長事業への資源投入を進め、

業績回復を図ってまいります。

また、当面の十分な自己資金も確保しており、翌連結会計年度（2027年２月期）の事業計画に基づく資金計画によ

る評価を実施した結果、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における世界経済は、米中対立の長期化や中東地域の地政学的リスクの高まりにより、依

然として不透明な状況が続きました。特に米国においては、2025年４月より導入された保護主義的な通商政策の

一環として追加関税が発効され、輸出関連企業に大きな影響を及ぼしました。

日本国内においては、緩やかな景気回復基調が続く一方で、エネルギー価格や原材料費の高止まり、ならびに

物価上昇による実質所得の減少が個人消費を抑制し、企業活動にも慎重な姿勢が見られ、設備投資意欲は底堅く

推移したものの、先行き不透明感から投資判断に慎重さが見られました。

当社グループの主要な取引先であります自動車産業界におきましては、自動車生産台数は回復傾向にあるもの

の、米国向け輸出に対する関税負担の増加により、各社は生産体制の見直しやコスト削減策を強化しておりま

す。

このような状況のもと、当社グループは事業再編を加速させるとともに、設備投資による自動化、省力化を推

進し、生産性向上に取り組んでおります。これらの施策を通じて、小集団部門採算制による売上最大、経費最

小、時間最短活動を継続的に展開しております。また、前連結会計年度において減損損失を計上したことによ

り、当中間連結会計期間の固定資産減価償却費が減少しております。

この結果、当中間連結会計期間における売上高は9,688百万円（前年同期比3.1％減）、営業利益は78百万円

（前年同期は203百万円の営業損失）、経常利益は178百万円（前年同期比272.7％増）、親会社株主に帰属する中

間純利益は117百万円（前年同期は440百万円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。
 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①日本

当地域におきましては、ハイブリッド車向け工具需要の増加などにより、売上高は4,274百万円（前年同期比

15.2％増）となりました。

また、売上増及び前期の減損損失による減価償却費減少により、セグメント損失を圧縮することとなりました

が、黒字までには至らず、セグメント損失は107百万円（前年同期は387百万円のセグメント損失）となりまし

た。

②アジア

当地域におきましては、中国において工具需要の回復が見られず、売上高は2,194百万円（前年同期比

18.9％減）となり、セグメント損失は107百万円（前年同期は218百万円のセグメント損失）となりました。

③北米・中米

当地域におきましては、米国による関税政策の影響により工具需要が減少し、売上高は1,724百万円（前年同期

比9.9％減）となり、セグメント利益は197百万円（前年同期比14.1％減）となりました。
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④オセアニア

当地域におきましては、現地通貨ベースでは堅調に推移したものの、為替の影響により、売上高は1,112百万円

（前年同期比8.4％減）となりました。

また、労務費の圧縮、廃棄ロスの削減などの生産性向上により、セグメント利益は50百万円（前年同期比

19.6％増）となりました。

⑤欧州

当地域におきましては、工具需要の一服感などにより、売上高は382百万円（前年同期15.0％減）となり、セグ

メント利益は14百万円（前年同期比73.8％減）となりました。

 

財政状態は、次のとおりであります。

①資産

当中間連結会計期間末における総資産は25,191百万円となり、前連結会計年度末と比較して、75百万円増加い

たしました。これは主に、現金及び預金が184百万円、受取手形及び売掛金が89百万円、それぞれ減少したもの

の、投資有価証券が316百万円増加したことなどによるものであります。

②負債

当中間連結会計期間末における負債合計は5,584百万円となり、前連結会計年度末と比較して、895百万円増加

いたしました。これは主に、支払手形及び買掛金が246百万円、繰延税金負債が327百万円、１年内返済予定の長

期借入金が125百万円、それぞれ増加したことなどによるものであります。

③純資産

当中間連結会計期間末における純資産は19,606百万円となり、前連結会計年度末と比較して、820百万円減少い

たしました。これは主に、自己株式が467百万円増加したことによる純資産の減少、為替換算調整勘定が504百万

円減少したことなどによるものであります。

この結果、当中間連結会計期間末の自己資本比率は72.2％となりました。

 

(2)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年

度末と比較して、305百万円減少し、8,539百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は641百万円（前年同期比35.0％減）となりました。

これは主に、税金等調整前中間純利益347百万円、減価償却費296百万円、などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は323百万円（前年同期比9.0％増）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出585百万円、有価証券の取得による支出100百万円、投資有価証券

の売却による収入360百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は275百万円（前年同期比70.3％減）となりました。

これは主に、自己株式の取得による支出467百万円、長期借入れによる収入300百万円などによるものでありま

す。

 

(3)　会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定
　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の
分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
 

(4)　経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

 

(5)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

(6)　研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は53百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2025年９月５日開催の取締役会において、当社の連結子会社である広州富士工具有限公司の全出資を広州

市自立再生物資回収有限公司に譲渡することを決議いたしました。
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詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後発事象）」に記載の通りでありま

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（2025年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,306,778 4,306,778
名古屋証券取引所

メイン市場

単元株式数

100株

計 4,306,778 4,306,778 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年３月１日～

2025年８月31日
－ 4,306,778 － 2,882,016 － 4,132,557
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（５）【大株主の状況】

  2025年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

有限会社シーマックス 愛知県豊田市吉原町平子26番地 236 7.38

株式会社晃永 東京都品川区南大井６丁目17番１号 210 6.57

森　誠 愛知県豊田市 130 4.07

岡　秀朋 三重県津市 125 3.92

森　仁志 愛知県豊田市 92 2.89

富士精工従業員持株会 愛知県豊田市吉原町平子26番地 89 2.80

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目１番１号 56 1.76

株式会社ユーエフツール 愛知県名古屋市天白区植田3丁目1603 48 1.52

株式会社ＤＭＭ．ｃｏｍ証券 東京都中央区日本橋２丁目７番１号 47 1.49

鈴木　龍城 愛知県岡崎市 42 1.35

計 － 1,079 33.79
 
 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,113,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,175,100 31,751 －

単元未満株式 普通株式 18,478 － －

発行済株式総数  4,306,778 － －

総株主の議決権  － 31,751 －

 
　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

富士精工株式会社
愛知県豊田市吉原町

平子26番地
1,113,200 － 1,113,200 25.84

計 － 1,113,200 － 1,113,200 25.84

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年３月１日から2025年８月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、かがやき監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当中間連結会計期間
(2025年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,195,827 8,011,533

受取手形及び売掛金 2,680,421 2,590,747

電子記録債権 873,756 816,619

有価証券 940,920 928,074

商品及び製品 1,399,082 1,340,524

仕掛品 783,583 759,529

原材料及び貯蔵品 674,812 644,000

その他 459,134 447,288

貸倒引当金 △12,773 △12,412

流動資産合計 15,994,766 15,525,905

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,545,308 1,593,920

機械装置及び運搬具（純額） 1,759,566 1,801,481

土地 1,846,299 1,817,765

建設仮勘定 213,277 294,489

その他（純額） 307,045 492,145

有形固定資産合計 5,671,498 5,999,803

無形固定資産 187,914 114,202

投資その他の資産   

投資有価証券 1,757,666 2,074,561

長期貸付金 8,702 12,569

繰延税金資産 251,128 229,448

退職給付に係る資産 1,143,849 1,143,849

その他 124,869 115,656

貸倒引当金 △24,846 △24,846

投資その他の資産合計 3,261,370 3,551,240

固定資産合計 9,120,783 9,665,246

資産合計 25,115,550 25,191,151
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年２月28日)

当中間連結会計期間
(2025年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 833,719 1,079,824

短期借入金 587,375 709,918

１年内返済予定の長期借入金 126,027 251,825

未払法人税等 101,166 66,880

賞与引当金 147,317 187,585

その他 1,186,279 1,130,383

流動負債合計 2,981,886 3,426,418

固定負債   

長期借入金 126,295 199,427

繰延税金負債 716,484 1,043,637

退職給付に係る負債 550,300 492,521

その他 313,498 422,427

固定負債合計 1,706,578 2,158,014

負債合計 4,688,465 5,584,432

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,882,016 2,882,016

資本剰余金 3,692,694 3,692,694

利益剰余金 9,972,931 10,000,685

自己株式 △1,044,122 △1,511,834

株主資本合計 15,503,519 15,063,562

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 582,853 865,672

為替換算調整勘定 2,260,500 1,756,010

退職給付に係る調整累計額 571,549 501,170

その他の包括利益累計額合計 3,414,903 3,122,854

非支配株主持分 1,508,662 1,420,302

純資産合計 20,427,085 19,606,718

負債純資産合計 25,115,550 25,191,151
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

売上高 9,995,043 9,688,885

売上原価 7,955,089 7,464,460

売上総利益 2,039,954 2,224,424

販売費及び一般管理費 ※ 2,243,697 ※ 2,145,796

営業利益又は営業損失（△） △203,743 78,628

営業外収益   

受取利息 99,044 63,656

受取配当金 23,465 25,690

為替差益 43,723 －

持分法による投資利益 25,003 22,682

技術指導料 26,363 26,425

その他 39,069 27,532

営業外収益合計 256,671 165,987

営業外費用   

支払利息 2,332 6,168

為替差損 － 58,743

その他 2,790 1,556

営業外費用合計 5,122 66,468

経常利益 47,804 178,146

特別利益   

固定資産売却益 8,000 8,587

投資有価証券売却益 28,180 204,606

特別利益合計 36,180 213,193

特別損失   

固定資産除売却損 13,312 17,114

減損損失 412,002 －

関係会社事業損失 － 26,600

特別損失合計 425,315 43,715

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△341,329 347,625

法人税、住民税及び事業税 108,450 124,456

法人税等調整額 20,445 102,055

法人税等合計 128,895 226,511

中間純利益又は中間純損失（△） △470,225 121,114

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△29,629 3,945

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△440,595 117,168
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

中間純利益又は中間純損失（△） △470,225 121,114

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 99,121 282,819

為替換算調整勘定 815,481 △504,660

退職給付に係る調整額 △48,323 △70,378

持分法適用会社に対する持分相当額 3,849 △169

その他の包括利益合計 870,129 △292,389

中間包括利益 399,904 △171,275

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 220,537 △97,276

非支配株主に係る中間包括利益 179,366 △73,998
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△341,329 347,625

減価償却費 531,982 296,720

減損損失 412,002 －

持分法による投資損益（△は益） △25,003 △22,682

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △20,180 △97,870

賞与引当金の増減額（△は減少） 43,501 42,531

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △49,440 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,006 △110

受取利息及び受取配当金 △122,510 △89,346

為替差損益（△は益） 1,359 16,239

支払利息 2,332 6,168

有形固定資産除売却損益（△は益） 5,312 8,527

投資有価証券売却損益（△は益） △28,180 △204,606

売上債権の増減額（△は増加） 737,875 81,786

棚卸資産の増減額（△は増加） △94,594 21,832

仕入債務の増減額（△は減少） △170,801 288,240

その他 276,690 △92,721

小計 1,154,009 602,334

利息及び配当金の受取額 123,623 102,796

利息の支払額 △2,483 △6,410

法人税等の支払額 △287,230 △56,944

営業活動によるキャッシュ・フロー 987,918 641,775

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,620 △1,621

有価証券の取得による支出 － △100,423

有価証券の売却及び償還による収入 100,000 －

投資有価証券の取得による支出 △5,635 △4,428

投資有価証券の売却による収入 173,294 360,648

有形固定資産の取得による支出 △586,777 △585,394

有形固定資産の売却による収入 12,815 36,258

貸付けによる支出 △163 △4,977

貸付金の回収による収入 711 709

その他 10,865 △23,887

投資活動によるキャッシュ・フロー △296,509 △323,114

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △12,164 122,555

長期借入れによる収入 300,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △126,284 △101,120

自己株式の取得による支出 △218 △467,712

配当金の支払額 △88,786 △92,309

非支配株主への配当金の支払額 △13,458 △16,869

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△985,037 －

その他 △1,956 △20,447

財務活動によるキャッシュ・フロー △927,907 △275,904

現金及び現金同等物に係る換算差額 486,690 △348,112

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 250,192 △305,355

現金及び現金同等物の期首残高 9,042,879 8,844,514

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,293,071 ※ 8,539,159
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用して

おります。

　当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の前中間

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会計期間の中間連

結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年３月１日
　　至 2024年８月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年３月１日
　　至 2025年８月31日）

役員報酬 85,858千円 92,260千円

給料手当 1,017,351 940,497

賞与引当金繰入額 48,179 45,270

退職給付費用 50,431 36,614

減価償却費 91,968 64,166

研究開発費 40,168 53,644

 

EDINET提出書類

富士精工株式会社(E01503)

半期報告書

14/23



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年３月１日
至 2024年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 2025年３月１日
至 2025年８月31日）

現金及び預金勘定 8,989,725千円 8,011,533千円

有価証券（ＭＭＦ等）

預入期間が３ヶ月超の定期預金

374,446

△71,100

534,916

△7,291

現金及び現金同等物 9,293,071 8,539,159

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年３月１日　至　2024年８月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月29日
定時株主総会

普通株式 89,420 25 2024年２月29日 2024年５月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月９日
取締役会

普通株式 89,416 25 2024年８月31日 2024年11月11日 利益剰余金

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

１．配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月27日
定時株主総会

普通株式 89,414 25 2025年２月28日 2025年５月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　当社は、2025年４月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式131,800株の取得を行いました。また、

2025年７月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式251,000株の取得を行いました。これらの結果、当中

間連結会計期間において自己株式が467,456千円増加し、当中間連結会計期間末において自己株式が1,511,834

千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2024年３月１日　至2024年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
合計 調整額(注)１

中間連結損益
計算書計上額
(注)２ 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 欧州

売上高         

超硬工具関連

事業
3,150,035 2,706,470 1,914,515 － 450,703 8,221,725 － 8,221,725

自動車部品関

連事業
123,729 － － － － 123,729 － 123,729

包装資材関連

事業
－ － － 1,214,565 － 1,214,565 － 1,214,565

その他 435,022 － － － － 435,022 － 435,022

顧客との契約

から生じる収

益

3,708,788 2,706,470 1,914,515 1,214,565 450,703 9,995,043 － 9,995,043

外部顧客への

売上高
3,708,788 2,706,470 1,914,515 1,214,565 450,703 9,995,043 － 9,995,043

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,168,104 359,424 － － 44,091 1,571,621 △1,571,621 －

計 4,876,892 3,065,895 1,914,515 1,214,565 494,795 11,566,664 △1,571,621 9,995,043

セグメント利益

又は損失（△）
△387,046 △218,363 230,482 41,843 54,883 △278,202 74,458 △203,743

 
(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　「日本」セグメントにおいて固定資産の減損損失を412,002千円計上しております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2025年３月１日　至2025年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
合計 調整額(注)１

中間連結損益
計算書計上額
(注)２ 日本 アジア 北米・中米 オセアニア 欧州

売上高         

超硬工具関連

事業
3,610,761 2,194,417 1,724,728 － 382,893 7,912,801 － 7,912,801

自動車部品関

連事業
118,905 － － － － 118,905 － 118,905

包装資材関連

事業
－ － － 1,112,838 － 1,112,838 － 1,112,838

その他 544,340 － － － － 544,340 － 544,340

顧客との契約

から生じる収

益

4,274,007 2,194,417 1,724,728 1,112,838 382,893 9,688,885 － 9,688,885

外部顧客への

売上高
4,274,007 2,194,417 1,724,728 1,112,838 382,893 9,688,885 － 9,688,885

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

1,271,993 402,399 － － 35,660 1,710,052 △1,710,052 －

計 5,546,001 2,596,816 1,724,728 1,112,838 418,553 11,398,938 △1,710,052 9,688,885

セグメント利益

又は損失（△）
△107,986 △107,471 197,963 50,042 14,375 46,922 31,705 78,628

 
(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　２．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

金融商品の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

 

（有価証券関係）

有価証券の中間連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありませ

ん。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間純

損失金額（△）
△123円18銭 34円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株

主に帰属する中間純損失（△）

（千円）

△440,595 117,168

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）

△440,595 117,168

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,576 3,410

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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（重要な後発事象）

（当社連結子会社の異動）

　当社は、2025年９月５日開催の取締役会において、当社の連結子会社である「広州富士工具有限公司」（以下

「広州社」）の全出資を広州市自立再生物資回収有限公司（以下「譲渡先」）に譲渡（売却）することを決議い

たしました。

 

１．譲渡の理由

　当社は、2024年２月７日付で広州社の解散および清算を決議し、以後、広州社において清算業務が進められて

おりました。しかしながら、今般、広州社に関心を示す企業が現れ、出資譲渡に関する協議を進めた結果、当社

が所有する広州社の全出資を譲渡（売却）することを決定いたしました。

　あわせて、当社連結子会社である「大連富士工具有限公司」が所有する広州社の全出資も譲渡（売却）するこ

とを決定いたしました。

　本件譲渡により、広州社の支配権が譲渡先に移転されることになるものの、機械設備等の固定資産は処分済

み、従業員との雇用契約も解消済みであり、またノウハウ等の無形資産は譲渡されないことを確認しておりま

す。広州社は存続することとなりますが、当社グループとの資本関係、取引関係がなくなり、当社の連結子会社

から除外されることになります。

 

２．譲渡会社の概要

（１） 名 称 広州富士工具有限公司

（２） 所 在 地 中華人民共和国　広東省　広州市

（３） 代表者の役職・氏名 董事長　楚　日輝

（４） 事 業 内 容 超硬工具の製造及び販売

（５） 資 本 金 400万米ドル

（６） 設 立 年 月 日 2004年７月15日

（７） 大株主及び持株比率
富士精工株式会社63.4％、大連富士工具有限公司20.5%

北京恩豊商貿易有限公司16.1％

 

３．譲受会社の概要

（１） 名 称 広州市自立再生物資回収有限公司

（２） 所 在 地 広州市増城区永寧街簡村村簡村街1-2号

（３） 代表者の役職・氏名 総経理　葉　国利

（４） 事 業 内 容 希少金属等リサイクル業

（５） 資 本 金 1,000万元

（６） 設 立 年 月 日 2012年12月28日

（７） 出資者及び出資比率 葉　国利：99％、　葉　遠菊：１％

 

４．出資譲渡の概要

　　当社　　　異動前の所有出資割合：63.4％

　　大連富士　異動前の所有出資割合：20.5％

　　当社　　　　　　　譲渡出資割合：63.4％

　　大連富士　　　　　譲渡出資割合：20.5％

　　当社　　　異動後の所有出資割合：0％

　　大連富士　異動後の所有出資割合：0％

 

５．譲渡の日程

　　当社取締役会決議日　：2025年９月５日

　　譲渡契約締結日　　　：2025年10月下旬（予定）

　　出資譲渡実行日　　　：2025年11月下旬（予定）

 

６．連結業績に与える影響（概算）

　　特別利益　352百万円

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年10月14日

富士精工株式会社

取締役会　御中

 

かがやき監査法人

名古屋事務所

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 肥田　晴司

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 林　　克則

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士精工株式会

社の2025年３月１日から2026年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年３月１日から2025年８月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、富士精工株式会社及び連結子会社の2025年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の

財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸
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表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに

入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論

に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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